
 

 

 

 

五島市監査委員公表第１４号 

 

令和８年３月１３日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２

条第１項の規定に基づく住民監査請求について、五島市住民監査請求に基づく監査に

関する規程（令和３年五島市監査委員訓令第１号）第１２条第７項の規定により公表

する。 

 

 

令和８年４月１７日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 
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１ 請求の内容 

(1) 請求書の提出 

令和８年３月１３日に請求書が提出された。 

(2) 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面による

と、請求の要旨は、次のとおりである。 

なお、下記の請求の趣旨等については、本件請求書の原文のまま記載した。 

第１ 請求の趣旨 

１ 市長が専決処分により行った「強制執行に備える」として財政調整基金 6,400

万円を取り崩し、総務管理費(一般管理費)へ補正した会計処理が、違法又は不当

会計(目的外会計)であることを認定すること。 

２ 上記違法・不当な会計処理により、五島市に損害が発生したことを認定し市長

外か関係職員１４名に対し、財産の利用収益の侵害および収入機会の喪失による

損害賠償を請求するよう勧告し、かつ是正措置を講じること求める。 

第２ 請求の対象となる財務会計行為 

１ 本請求の対象は、以下の財務会計行為である。 

(1) 令和７年４月１６日付専決処分 

(2) 財政調整基金 6,400万円の取り崩し(歳入) 

(3) 「強制執行に備える」として一般管理費(総務管理費)へ歳出補正した会計

処理 

(4) これに関連する起案文書・決裁文書一式(７五財第１４１号・７五財第１４

７９号)・ 

第３ 請求の理由 

１ 本件会計処理は、本来は、資産「供託金・差し入れ保証金」として処理すべき

ものであり、財政調整基金の取り崩し及び一般管理費への歳出計上は、会計処理

として誤りである。 

(1) 供託金は「資産の一時的移動」であり、歳出ではない 

ア 供託金は法務局に預け入れるものであり、後日返還される。よって、五島

市の資産を一時的に移動させるだけであり、費用(歳出)として処理する性

質のものではない。 

イ 本件は「強制執行停止のための供託」であり、裁判所が供託額を決定する

もので、市が概算（8000万×８０%）で歳出計上する理由は存在しない。 

(2) 市長が行った会計処理は、「強制執行された場合の支払い準備」であり、「仮

執行宣言の停止」という専決処分の目的と一致していない。 

ア 専決処分の内容は「仮執行宣言の停止」である。 

イ しかし、実際の会計処理は「強制執行された場合の支払い準備」であり、

専決処分の目的と会計処理が一致していない。 

ウ よって、専決処分の緊急性要件(地方自治法１７９・１８０条)を満たさな

い。 
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２ 令和７年１１月１４日付起案文書(７五財第１４７９号)は、本件会計処理が誤

っていたことを市自身が示している。 

(1) 不用額 600万円の発生理由 

ア 本来、供託金として法務局に納付していれば、和解金 5,800 万円を一般

管理費から支払った後、供託金 6,800万円が返還されるはずである。 

イ しかし市は、強制執行停止の供託額を裁判所が決定する前に、概算 6,400

万円を一般管理費に歳出計上した。 

ウ この結果、600万円の不用額が発生しており、市の会計処理が誤っていた

ことを示す直接の証拠である。 

第４ 五島市に生じた損害額の算定 

１ 雑収入の喪失（利息相当額） 6,400万円×0.0012％×7/12＝448円 

２ 資産利用収益の侵害（遅延損害金利率３％） 

(1) 6,400万円×３％（年利）×２３１日数＝1,215,123円 

３ 合計損害額（１＋２）は、1,215,571円 

上記は、財産管理義務（地方自治法２３８条の４）に基づく、資産の最も効率

的な活用義務の侵害として算定したものである。 

第５ 結論 

以上のとおり、(1)財政調整基金の取り崩しを歳入とし、一般管理費（総務管理費）

へ歳出補正した会計処理は、違法かつ不当である。(2)専決処分の目的と会計処理

が一致しておらず、専決処分の緊急性要件を満たしていない。(3)市の起案文書（７

五財第１４７９号)は、本件会計処理が誤っていたことを裏付けている。よって、

監査委員におかれては、本件財務会計行為を違法または不当と認定し市長ほか関係

職員に対し、五島市に生じた損害額 1,215,571 円の賠償を請求するよう勧告され

たい。 

(3) 補正の通知 

請求書に不備があると認めたので、令和８年４月２日までに補正を行うよう求

めた。補正通知の内容は、次のとおり。 

ア 本件請求における財務会計上の行為又は怠る事実が次のいずれに該当する

か明示し、その理由を説明してください。 

(ｱ) 公金の支出 

(ｲ) 財産の取得、管理又は処分 

(ｳ) 契約の締結又は履行 

(ｴ) 債務その他の義務の負担 

(ｵ) 公金の賦課、徴収を怠る事実 

(ｶ) 財産の管理を怠る事実 

イ 請求人が主張する財務会計処理が行われた事実を証する書面があれば提出

してください。 

(4) 補正内容 
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令和８年３月２６日に補正書が提出された。 

なお、下記の補正内容については、請求人が提出した回答を原文のまま記載し

た。 

第１ 補正事項 

【 回 答 】 

１ ６項目のいずれかに該当するか明示について 

１項目が欠如しています。 

(1) 本件請求は、地方自治法２４２条１項の「違法・不当な財務会計行為」 

(2) 及び、「財産の管理を怠る事実」の両方に該当し得る。 

(3) 整理表 

類  型 内   容 

① 違法・不当な財務会計行為 支出、契約、基金取り崩し、補正予算執行など 

② 財産の管理を怠る事実 本来得られる収入を得ていない、財産を毀損させ

た、適切に管理していない等 

２ 両方が該当する理由 

(1) 財政調整基金（以下「基金」）6,400 万円の取り崩しが「財務会計行為」に

該当し、基金の取り崩しと補正予算の専決処分は、明確に財務会計行為であり、

監査請求の対象となる。その目的(「強制執行に備える」)が法的根拠（専決処

分違反）を欠き、または、五島市基金の設置、管理及び処分に関する条例に係

る財政調整基金が地方財政法第４条の趣旨に反するなら、違法または、不当な

財務会計行為と評価され得る。 

ア 基金は、地方財政法第４条の４の規定に基づき財源変動や災害などの不測

事態に備へ積み立てた貯金である。 

(2) 基金は自治体の財産であり、その違法・不当な取り崩しは次のような損害

を生む 

ア、基金運用益の喪失（利用収益の侵害） 

イ、将来の財政運営における機会損失 

ウ、不当な目的での財産減少 

これらは、「財産の管理を怠る事実」に含まれる。 

３ その他（請求人が損害賠償請求の勧告を求めることの適法性） 

住民監査請求では、違法・不当な行為によって自治体に損害が生じた場合、職

員等への損害賠償請求を勧告するよう求めることができる。 

(1) 違法・不当な基金取り崩し 

(2) 財産管理義務違反 

(3) 利用収益の侵害・機会損失という損害 

(4) 市長らへの損害賠償請求の勧告 

第２ 補正事項 
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１ 請求人が主張する財務会計処理の事実を証する書面の提出 

【 回 答 】 

本件請求の添付資料（下記）にて事実を証する 

(1) 起案文書（７五財第１４１号) 

(2) 起案文書（７五財第１４７９号) 

第３ 結語（監査委員の補正通知について） 

基金の取り崩しは、①地方財政法４条の４の規定に基づき充てるものである。そし

て、会計において、②専決処分にて強制執行に備えるとの行為は、特に緊急を要す

るものでない。さらに、③供託金は、資産勘定であるのに取り崩し一般管理費の節

科目として歳出予算計上している。以上のとおり、違法及び不当な財務会計行為に

より、市へ損害が生じているので・財産の管理を怠る事実は明白であり、補正通知

に疑義を覚える。 

２ 地方自治法第２４２条の要件に係る判断 

 (1) 判断について 

地方自治法第２４２条第１項は、普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公

共団体の執行機関又は職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取

得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負

担（以下「財務会計上の行為」という。）がある（当該行為がなされることが相当

の確実さをもって予測される場合を含む。）と認めるとき、又は違法若しくは不当

に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」と

いう。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監

査を求め、必要な措置を講ずべきことを請求することができる旨規定し、同条第

２項は、当該財務会計上の行為があった日又は終わった日から１年を経過したと

きは、正当な理由があるときを除き、住民監査請求をすることができない旨規定

している。 

また、財務会計上の行為又は怠る事実は、普通地方公共団体に積極消極の損害

を与え、ひいては住民全体の利益に反するものでなければならず、違法、不当な

事由があるとしても、それが普通地方公共団体に損害をもたらすような関係には

ないことが明らかな場合は、住民監査請求の対象にならないとされている（最高

裁判所平成６年９月８日第一小法廷判決）。 

したがって、普通地方公共団体の住民が住民監査請求をするためには、その対

象が当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の違法若しくは不当な財務会計

上の行為又は怠る事実であること、当該財務会計上の行為又は怠る事実により当

該普通地方公共団体に損害が生じること、正当な理由があるときを除き、当該財

務会計上の行為があった日又は終わった日から１年以内の請求であることなど

が要件となる。 
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そこで、本件請求が地方自治法第２４２条に規定する要件を満しているかにつ

いて検討する。 

  ア 補正の通知及び回答について 

令和８年３月１３日に提出された本件請求は、請求人が令和 7年１１月６日

付けで「専決処分の違法性及び供託金予算計上の目的外使用について」と題す

る住民監査請求（以下「前回監査請求」という。）を行い、五島市監査委員は同

年１２月２３日付け７五監第４６０号「住民監査請求に基づく監査の結果につ

いて（通知）」により監査の結果を通知した案件と照らしてイで述べる一事不

再理に相当することが想定されたため、補正を通知したところ、１の(4)に記

載のとおり回答が提出された。 

この回答によると、本件請求は、前回監査請求で請求の対象となった財務会

計上の行為又は怠る事実に新たに違法、不当事由を追加し、又は新証拠を資料

として提出したものであると判断することができる。 

イ 同一住民による同一行為等を対象とした再度の住民監査請求について 

最高裁判所は、「地方自治法第２４２条第１項の規定による住民監査請求に

対し、同条第３項の規定による監査委員の監査の結果が請求人に通知された場

合において、請求人たる住民は、右監査の結果に対して不服があるときは、地

方自治法第２４２条の２第１項の規定に基づき同条の２第２項第１号の定め

る期間内に訴えを提起すべきものであり、同一住民が先に監査請求の対象とし

た財務会計上の行為又は怠る事実と同一の行為又は怠る事実を対象とする監

査請求を重ねて行うことは許されていないものと解するのが相当である。所論

は、先の監査請求と同一の行為又は怠る事実を対象とする監査請求であっても、

新たに違法、不当事由を追加し又は新証拠を資料として提出する場合には、別

個の監査請求として適法である旨主張するが、かかる見解は採用することがで

きない。けだし、住民監査請求の制度は、普通地方公共団体の財政の腐敗防止

を図り、住民全体の利益を確保する見地から、当該普通地方公共団体の長その

他の財務会計職員の違法若しくは不当な財務会計上の行為又は怠る事実につ

いて、その監査と予防、是正等の措置とを監査委員に請求する権能を住民に与

えたものであって、監査委員は、監査請求の対象とされた行為又は怠る事実に

つき違法、不当事由が存するか否かを監査するに当たり、住民が主張する事由

以外の点にわたって監査することができないとされているものではなく、住民

の主張する違法、不当事由や提出された証拠資料が異なることによって監査請

求が別個のものになるものではないからである。また、住民監査請求の制度は、

住民訴訟の前置手続として、まず当該普通地方公共団体の監査委員に住民の請

求に係る行為又は怠る事実について監査の機会を与え、当該行為又は当該怠る

事実の違法、不当を当該普通地方公共団体の自治的、内部的処理によって予防、
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是正させることを目的とするものであると解せられるところ、地方自治法第２

４２条の２第１項は、「普通地方公共団体の住民は、前条第１項の規定による請

求をした場合において、……裁判所に対し、同条第１項の請求に係る違法な行

為又は怠る事実につき、訴えをもつて次の各号に掲げる請求をすることができ

る。」と規定し、住民訴訟は監査請求の対象とした違法な行為又は怠る事実につ

いてこれを提起すべきものとされているのであつて、当該行為又は当該怠る事

実について監査請求を経た以上、訴訟において監査請求の理由として主張した

事由以外の違法事由を主張することは何ら禁止されていないものと解せられ

る。したがつて、主張する違法事由が異なるごとに監査請求を別個のものとし

てこれを繰り返すことを認める必要も実益もないといわざるを得ない。」と判

示している（昭和６２年２月２０日最高裁判所第二小法廷判決昭和５７年（行

ツ）第１６４号）。 

 これを本件請求についてみると、本件請求は、前回監査請求と同一の案件に

財政調整基金の取崩し及び五島市に生じた損害賠償の請求を追加して行われ

たものであり、「住民の主張する違法、不当事由や提出された証拠資料が異なる

ことによって監査請求が別個のものになるものではない」とする最高裁判例で

いうところのいわゆる一時不再理に該当することは明らかである。 

(2) 結論 

以上のとおり、本件請求は、地方自治法第２４２条に規定する住民監査請求の

要件を満たさない不適法なものであるから、受理することはできない。 


